
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１．継続組織の前提に関する注記

該当事項はない。

２．重要な会計方針

　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の投資有価証券　……　償却原価法（定額法）によっている。

　（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産　 ……　低価法によっている。

　（３）　 固定資産の減価償却の方法

建物、建物附属設備、構築物、備品、ソフトウェア　 ……　定額法による減価償却を実施している。

リース資産　 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

 　　　　　　とし、残存価額を零とする定額法による減価償却を実施している。

 　　 　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件当たりのリース料総額が

   　　　　300万円以下のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　（４）　 引当金の計上基準

退職給付引当金　 …………　職員及び嘱託の退職給付に備えるため、期末退職手当の自己都合要支給額を

　　　　　計上している。

役員退職慰労引当金　……　役員の慰労金給付に備えるため、期末の慰労金支給額を計上している。

○退職給付関係（役員退職慰労引当金を除く）

　①　採用している退職給付制度の概要

　　　　　確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。

　②　退職給付債務及びその内訳
（単位：円）　

 退職給付債務 △ 516,378,984

 退職給付引当金 △ 516,378,984

　③　退職給付費用に関する事項
（単位：円）　

 勤務費用 33,021,876

 退職給付費用 33,021,876

　④　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末退職手当の自己都合要支給額を

　　　　基礎として計算している。

賞与引当金　……………　職員及び嘱託に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額（社会保険料負担金

　 　　を含む）のうち当期に帰属する額を計上している。

　（５）　消費税等の会計処理

税込方式によっている。



３．会計方針の変更

　建物、建物附属設備、構築物、備品について、固定資産の償却方法を令和5年1月1日より定率法から

定額法に変更している。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）　

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基 本 財 産

145,000 150,000 0 295,000

1,029,909,340 0 89,540 1,029,819,800

1,030,054,340 150,000 89,540 1,030,114,800

特 定 資 産

0 151,259,328 12,604,944 138,654,384

332,168,042 109,382,470 12,462,986 429,087,526

359,143,999 525,413,200 181,757,199 702,800,000

88,219,337 0 88,219,337 0

12,795,636 0 12,795,636 0

1,996,317,517 0 1,996,317,517 0

88,366,154 0 88,366,154 0

0 468,398,378 54,972,620 413,425,758

2,877,010,685 1,254,453,376 2,447,496,393 1,683,967,668

3,907,065,025 1,254,603,376 2,447,585,933 2,714,082,468

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）　

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基 本 財 産

295,000 (295,000) (0) －

1,029,819,800 (1,029,819,800) (0) －

1,030,114,800 (1,030,114,800) (0) －

特 定 資 産

138,654,384 － － (138,654,384)

429,087,526 － － (429,087,526)

702,800,000 － (702,800,000) －

413,425,758 (413,425,758) － －

1,683,967,668 (413,425,758) (702,800,000) (567,741,910)

2,714,082,468 (1,443,540,558) (702,800,000) (567,741,910)

６．担保に供している資産

担保に供している資産はない。

合　　計

科　　目

預 金

投 資 有 価 証 券

小　　計

退職給付引当資産

減価償却引当資産

薬物検査体制国際
標 準 化 事 業 資 産

遺伝子ﾄﾞｰﾋﾟﾝｸﾞ及び遺伝
的健全性対策事業資産

新 薬 物 検 査 体 制
確 立 事 業 資 産

遺伝子 ﾄﾞ ｰﾋ ﾟ ﾝ ｸ検 査法
確 立 事 業 資 産

小　　計

リ ー ス 資 産

国際リファレンスラボラト
リー体制強化事業 資産

合　　計

科　　目

預 金

投 資 有 価 証 券

小　　計

退職給付引当資産

減価償却引当資産

国際リファレンスラボラト
リー体制強化事業 資産

小　　計

リ ー ス 資 産



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っているもの）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特 定 資 産

　 リ　ー　ス　資　産 151,259,328 △ 12,604,944 138,654,384 

151,259,328 △ 12,604,944 138,654,384

その他の固定資産

　 リ　ー　ス　資　産 44,235,024 △ 38,364,817 5,870,207 

 　ソ　フ　ト　ウ　ェ　ア 75,698,500 △ 58,598,450 17,100,050 

119,933,524 △ 96,963,267 22,970,257

271,192,852 △ 109,568,211 161,624,641 

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

（単位：円）　

債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

 未　収　収　益 137,553,827 0 137,553,827

137,553,827 0 137,553,827

９．保証債務等の偶発債務

保証債務はない。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
（単位：円）　

科　　　目 帳簿価額 時　　価 評価損益

基 本 財 産

15年第1回地方公共団体金融機構債券 200,000,000 208,368,000 8,368,000 

第40回東京電力パワーグリッド社債 100,000,000 96,580,000 △ 3,420,000 

第47回東京電力パワーグリッド社債 100,000,000 95,990,000 △ 4,010,000 

北海道平成30年度第14回公募公債 99,926,500 99,311,000 △ 615,500 

99,893,300 94,531,000 △ 5,362,300 

第7回神奈川県住宅供給公社債 100,000,000 88,071,000 △ 11,929,000 

23回みずほフィナンシャルG劣後社債 130,000,000 126,893,000 △ 3,107,000 

第23回東京電力パワーグリッド社債 200,000,000 193,739,000 △ 6,261,000 

小　　　計 1,029,819,800 1,003,483,000 △ 26,336,800 

特 定 資 産

第1回東京電力リニューアブルパワー社債 199,850,000 199,760,000 △ 90,000 

第25回SBIホールディングス社債 100,000,000 99,948,000 △ 52,000 

小　　　計 299,850,000 299,708,000 △ 142,000 

合　　　計 1,329,669,800 1,303,191,000 △ 26,478,800 

政府保証第296回日本高速道路保有・
債務返済機構債

科　　目

合　　計

科　　目

合　　計

小　　計

小　　計



１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

助　　成　　金

競 走 馬 理 化 学
研 究 所 助 成 金

日本中央
競馬会

0 36,147,472 36,147,472 0 －

合　　　計 2,185,698,644 510,848,322 2,283,121,208 413,425,758

１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　該当事項はない。

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）　

内　　　容 金　　額

 経常収益への振替額

  事業費及び減価償却費計上による振替額 2,253,276,208

  基本財産運用益計上による振替額 7,609,651

合　　　計 2,260,885,859

１４．関連当事者との取引の内容

　該当事項はない。

１５．重要な後発事象

　該当事項はない。

１６．その他

　該当事項はない。

413,425,758
特定資産、
指定正味財産

日本中央
競馬会

競走馬理化学研究所にお
ける国際リファレンスラボ
ラ ト リ ー 体 制 強 化
事 業 助 成 金

0 468,398,378 54,972,620 

補助金等の名称

競走馬理化学研究所
における薬物検査体
制の国際標準化事業
助 成 金

日本中央
競馬会

88,219,337 0 0 －

競走馬理化学研究所
における遺伝子ドーピ
ング及び遺伝的健全
性 対 策 事 業 助 成 金

日本中央
競馬会

12,795,636 0 12,795,636 0 －

88,219,337 

－

競走馬理化学研究所
における遺伝子ドーピ
ング検査法確立事業
助 成 金

日本中央
競馬会

88,366,154 0 88,366,154 0 －

競走馬理化学研究
所における新薬物
検査体制確立事業
助 成 金

日本中央
競馬会

1,996,317,517 0 1,996,317,517 0

－
地方競馬公正化促進
事 業 等 助 成 金

地方競馬
全国協会

0 6,302,472 6,302,472 0



 Ⅲ　附 属 明 細 書 

１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産について、財務諸表の注記４．基本財産及び特定資産の増減額及びその

　残高に記載をしているため内容の記載を省略している。

２．引当金の明細

当期減少額

目的使用 その他

 賞与引当金 11,234,300 13,732,100 11,234,300 0 13,732,100

 退職給付引当金 485,451,983 33,021,876 2,094,875 0 516,378,984

 役員退職慰労引当金 10,463,337 3,113,640 1,988,712 0 11,588,265

科　目 期首残高 当期増加額 期末残高


